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議案第 ４４  号  

 

 

   流山市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市個人情報保護条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定す

る。 

  平成２７年６月１８日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律が施行されることに伴い、特定個人情報の保護に

関する規定を整備するためである。  

 

 

 



   流山市個人情報保護条例の一部を改正する条例  

 流山市個人情報保護条例（平成１４年流山市条例第１号）の一部を次

のように改正する。  

目次中「個人情報の開示」を「保有個人情報の開示」に改める。  

 第２条第１項中「個人に関する情報」を「生存する個人に関する情報」

に改め、「得るもの」の次に「（他の情報と照合することができ、それに

より特定の個人を特定することができることとなるものを含む。）」を加

え、同条中第４項を第８項とし、同項の前に次の３項を加える。  

５  この条例において「特定個人情報」とは、行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第

２７号。以下「番号法」という。）第２条第８項の特定個人情報をいう。 

６  この条例において「保有特定個人情報」とは、実施機関の職員が職

務上作成し、又は取得した特定個人情報であって、当該実施機関の職

員が組織的に利用するものとして、当該実施機関が保有しているもの

をいう。ただし、公文書に記録されているものに限る。  

７  この条例において「情報提供等記録」とは、番号法第２３条第１項

及び第２項に規定する記録に記録された特定個人情報をいう。  

第２条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次

の１項を加える。  

２  この条例において「保有個人情報」とは、実施機関の職員が職務上

作成し、又は取得した個人情報であって、当該実施機関の職員が組織

的に利用するものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。

ただし、公文書（流山市情報公開条例（平成１３年流山市条例第３２

号）第２条第２項に規定する公文書をいう。以下同じ。）に記録されて

いるものに限る。  

 第６条第１項中「（流山市情報公開条例（平成１３年流山市条例第３２

号）第２条第２項に規定する公文書をいう。以下同じ。）」を削る。  

 第７条第２項第３号及び第３項第３号中「安全を守る」を「保護の」

に改める。 

第８条中「目的のために個人情報」を「目的のために保有個人情報（保

有特定個人情報を除く。）」に改め、同条第４号中「安全を守る」を「保

護の」に改める。  

第８条の次に次の２条を加える。  



（特定個人情報の利用の制限）  

第８条の２ 実施機関は、特定個人情報を取り扱う事務の目的以外の目

的のために保有特定個人情報を当該実施機関の内部で利用してはなら

ない。 

２  前項の規定にかかわらず、実施機関は、人の生命、身体又は財産の

保護のために必要がある場合であって、本人の同意があるとき又は本

人の同意を得ることが困難であるときは、当該特定個人情報を取り扱

う事務の目的以外の目的のために保有特定個人情報（情報提供等記録

を除く。）を利用することができる。ただし、保有特定個人情報（情報

提供等記録を除く。）を当該特定個人情報を取り扱う事務の目的以外の

目的のために自ら利用することによって、本人又は第三者の権利利益

を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

（特定個人情報の提供の制限）  

第８条の３ 実施機関は、番号法第１９条各号のいずれかに該当する場

合を除き、保有特定個人情報を当該実施機関以外の者に提供してはな

らない。 

 第９条の見出しを「（保有個人情報の提供を受けた者に対する措置の要

求）」に改め、同条第１項中「、個人情報」を「、保有個人情報（保有特

定個人情報を除く。次条において同じ。）」に、「当該個人情報」を「当該

保有個人情報」に改め、同条第２項及び第３項を削り、同条の次に次の

１条を加える。  

（オンライン結合の制限）  

第９条の２ 実施機関は、個人情報の保護のために必要な措置が講じら

れていると認められるときは、法令等の規定に基づき保有個人情報を

提供する場合又は公益上その他相当の理由があると認めて保有個人情

報を提供する場合に限り、通信回線による電子計算機その他の情報機

器の結合（保有個人情報を実施機関以外のものが随時入手し得る状態

にするものに限る。次項において「オンライン結合」という。）により、

保有個人情報を実施機関以外のものに提供することができる。  

２  実施機関は、オンライン結合により保有個人情報を実施機関以外の

ものに提供しようとするときは、あらかじめ、審査会の意見を聴かな

ければならない。その内容を変更しようとするときも同様とする。  

 第２章第２節の節名中「個人情報」を「保有個人情報」に改める。  



第１４条第１項中「公文書に記録された自己の個人情報」を「当該実

施機関が保有する自己を本人とする保有個人情報」に改め、同条第２項

中「（以下「法定代理人」という。）」を「（保有特定個人情報にあっては、

未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理

人）」に改める。  

 第１５条の見出し、同条各号列記以外の部分並びに同条第２号及び第

３号中「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同条第８号中「法定代

理人」を「前条第２項の規定により、未成年者若しくは成年被後見人の

法定代理人又は本人の委任による代理人」に改める。  

 第１６条第１項第２号中「法定代理人」を「第１４条第２項の規定に

より、未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任によ

る代理人」に改め、同項第３号中「個人情報」を「保有個人情報」に改

め、同条第２項中「個人情報」を「保有個人情報」に改め、「法定代理人」

の次に「若しくは委任による代理人」を加える。  

 第１７条第１項中「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同条第６

項中「が存在しない」を「を保有していない」に改める。  

 第１８条第１項及び第２項中「個人情報」を「保有個人情報」に改め

る。 

 第１９条第１項中「個人情報」を「保有個人情報」に改め、「法定代理

人」の次に「若しくは委任を受けた代理人」を加え、同条第２項中「個

人情報」を「保有個人情報」に改める。  

 第２０条中「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同条の次に次の

１条を加える。  

（裁量的開示）  

第２０条の２  実施機関は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報

（第１５条第１号に該当する情報を除く。）が含まれている場合であっ

ても、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、

開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示することができる。  

 第２１条（見出しを含む。）並びに第２２条第１項及び第２項中「個人

情報」を「保有個人情報」に改める。  

 第２３条第１項中「決定」の次に「又は第３９条第１項の他の法令等

の規定」を加え、「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同条第３項中

「個人情報」を「保有個人情報」に改める。  



 第２４条第１項第２号中「法定代理人」を「前条第２項で準用する第

１４条第２項の規定により、未成年者若しくは成年被後見人の法定代理

人又は本人の委任による代理人」に改め、同項第３号中「個人情報」を

「保有個人情報」に改める。  

 第２５条第１項、第３項及び第４項中「個人情報」を「保有個人情報」

に改め、同条の次に次の１条を加える。  

（保有個人情報の提供先等への通知）  

第２５条の２  実施機関は、前条第３項の規定により保有個人情報の訂

正を実施した場合において、必要があると認めるときは、当該保有個

人情報の提供先（情報提供等記録にあっては、総務大臣及び番号法第

１９条第７号に規定する情報照会者又は情報提供者（当該訂正に係る

情報提供等記録に記録された者であって、当該実施機関以外のものに

限る。））に対し、遅滞なく、その旨を書面により通知するものとする。  

 第２６条第１項各号列記以外の部分中「決定」の次に「又は第３９条

第１項の他の法令等の規定」を加え、「自己の個人情報」を「自己の保有

個人情報（情報提供等記録を除く。以下第２８条までにおいて同じ。）」

に、「定める個人情報」を「定める保有個人情報」に改め、同項第１号中

「又は第８条の規定に違反して利用されているとき」を「、第８条若し

くは第８条の２第１項の規定に違反して利用されているとき、番号法第

２０条の規定に違反して収集され、若しくは保管されているとき、又は

番号法第２８条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイル（番

号法第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルをいう。）に記録され

ているとき」に、「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同項第２号中

「又は第９条」を「、第８条の３、第９条又は第９条の２」に、「個人情

報」を「保有個人情報」に改め、同条第２項中「又は」を「若しくは」

に改め、「法定代理人」の次に「又は本人の委任による代理人」を加え、

同条第３項中「個人情報」を「保有個人情報」に改める。  

 第２７条第１項第２号中「法定代理人」を「未成年者若しくは成年被

後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人」に改め、同項第３号

中「個人情報」を「保有個人情報」に改める。  

 第２８条第１項から第４項まで、第２９条第１項第２号から第４号ま

で及び第３８条第１項中「個人情報」を「保有個人情報」に改める。  

 第３９条を次のように改める。  



（他の法令等による開示の実施との調整）  

第３９条  実施機関は、他の法令等の規定により、開示請求者に対し開

示請求に係る保有個人情報（保有特定個人情報を除く。）が第１９条第

２項本文に規定する方法と同一の方法で開示することとされている場

合（開示の期間が定められている場合にあっては、当該期間内に限る。）

には、同項本文の規定にかかわらず、当該保有個人情報については、

当該同一の方法による開示を行わない。ただし、当該他の法令等の規

定に一定の場合には開示をしない旨の定めがあるときは、この限りで

ない。 

２  他の法令等の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当該縦

覧を第１９条第２項本文の閲覧とみなして、前項の規定を適用する。  

 第４０条、第４４条及び第４８条中「個人情報」を「保有個人情報」

に改める。 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成２７年１０月５日から施行する。  

 （流山市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正）  

２  流山市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１６年流山市条例

第２２号）の一部を次のように改正する。  

第３条第１号中「第２項」を「第３項」に改め、同条第４号中「個

人情報」を「保有個人情報」に、「第１項」を「第２項」に改める。  

  第１６条中「第４項」を「第６項」に改める。  

 

  

 



議案第 ４５  号  

 

 

   流山市職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて  

 流山市職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとお

り制定する。  

  平成２７年６月１８日提出  

流山市長  井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の

一部を改正する法律の施行に伴い、根拠条項の整理を行うため

である。  



流山市職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例  

 流山市職員の再任用に関する条例（平成１４年流山市条例第３号）の

一部を次のように改正する。  

附則第２項中「地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）

附則第１８条の２第１項第１号」を「厚生年金保険法（昭和２９年法律

第１１５号）附則第７条の３第１項第４号」に改める。  

   附  則  

 この条例は、平成２７年１０月１日から施行する。  

 



議案第 ４６  号  

 

 

工事請負契約の変更について  

市は、平成２５年流山市議会第４回定例会で議決を経た工事請負契約

を、次のとおり変更する。  

平成２７年６月１８日提出  

流山市長  井  崎  義  治  

 

 

１ 契 約 の 目 的  市民総合体育館建設工事  

２ 変 更 前 契 約 金 額  ５，０４２，９５２，０００円  

３ 変 更 後 契 約 金 額  ５，０８９，３９２，０００円  

４ 変更による増額分     ４６，４４０，０００円  

５ 契 約 の 相 手 方  千葉県千葉市中央区弁天一丁目１５番１号  

株式会社フジタ 東関東支店  

支店長 有賀  守哉  

           

 



参考資料  

 

市民総合体育館建設工事変更概要  

 

１ 工事場所 流山市野々下１丁目４０番地の１ほか  

 

２ 概要  

（１）工 事 概 要 給排水衛生空気調和設備、電気設備を含む建築一式

工事  

（２）用 途 体育館・観覧場  

（３）構造・規模 鉄筋コンクリート造、鉄骨造、地上３階建て  

（４）延べ床面積 １０，５４０．７０㎡  

（５）主 要 室 メインアリーナ、サブアリーナ、武道場等  

 

３ 主な変更項目及びその理由

項 目  内 容  理 由  

天井仕上げ材の施工

方法の変更  

アリーナの吊天井及びロビー

の一部吹抜けの天井施工方法

の変更  

建築基準法の一部改正に

伴い、安全基準に適合させ

るため変更するもの 

建築確認申請に対す

る指摘内容に対応す

る変更  

躯体等の一部の形状変更（鉄

筋・コンクリート工事の数量変

更）  

確認済証の交付に当たっ

て確認検査機関との協議

により変更するもの 

防火区画の取扱いによる防火

戸の設置及び防火ダンパー等

防火設備の変更  

消防設備の変更  スプリンクラーの追加及びこ

れに係る配管配線類の追加等  

消防本部との協議により

変更するもの  

バリアフリー法等に

よる指摘内容に対応

する変更  

一部階段の蹴上形状の変更  バリアフリー法及び千葉

県福祉のまちづくり条例

に基づく審査過程の協議

により変更するもの 

フットサル競技対応

の変更  

アリーナに防球ネット用の金

具を追加  

競技ニーズの高まりによ

りアリーナにおいて競技

ができるようにするため

に変更するもの  



４ 工   期  平成２５年１１月２９日から平成２７年１１月１８日ま  

       で  

 

５ 設   計  東京都文京区白山三丁目１番８号  

株式会社ＩＮＡ新建築研究所  

 

東京都品川区西五反田７丁目２１番１号  

株式会社  蒼設備設計  

 

６ 施   工  千葉県千葉市中央区弁天一丁目１５番１号  

株式会社フジタ 東関東支店  

 



議案第 ４７  号  

 

 

   流山市福祉会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例の制定について  

 流山市福祉会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

別紙のとおり制定する。  

  平成２７年６月１８日提出 

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

提案理由  身体障害者福祉センターを障害の区別なく障害者の誰もが利

用できる障害者福祉センターとするためである。  

 

 



流山市福祉会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条  

例  

流山市福祉会館の設置及び管理に関する条例（昭和５２年流山市条例

第２１号）の一部を次のように改正する。  

目次中「身体障害者福祉センター」を「障害者福祉センター」に改め

る。 

 第４条第３号中「身体障害者」を「障害者」に改める。  

 第５条第１項の表並びに第５条の４第１項第３号及び第２項第３号中

「身体障害者福祉センター」を「障害者福祉センター」に改める。  

 「第６章  身体障害者福祉センター」を「第６章  障害者福祉センタ

ー」に改める。  

 第２５条中「身体障害者福祉センター」を「障害者福祉センター」に、

「身体障害者の」を「障害者の」に改め、同条第１号から第３号までを

次のように改める。  

（１）障害者の機能訓練及び社会適応訓練に関すること。  

（２）障害者の創作的活動及びレクリエーションに関すること。  

（３）障害者からの各種相談に関すること。  

 第２５条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。  

（４）講習会等の実施及び場所の提供に関すること。  

 第２６条各号列記以外の部分中「身体障害者福祉センター」を「障害

者福祉センター」に改め、同条第１号を次のように改める。  

（１）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第４条第１項に規定する障害者  

 第２６条第２号中「身体障害者」を「障害者」に改める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、次項の規

定は、公布の日から施行する。  

 （準備行為） 

２  この条例による改正後の流山市福祉会館の設置及び管理に関する条

例第２６条各号に掲げる者に係るこの条例の施行の日以後の障害者福

祉センターの使用のための申請、使用の許可その他の行為は、規則で

定めるところにより同日前においてもこれを行うことができる。  



議案第 ４８  号  

 

 

   流山市福祉手当の支給に関する条例の一部を改正する条例の制定

について  

 流山市福祉手当の支給に関する条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり制定する。  

  平成２７年６月１８日提出 

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  身体障害者及び精神障害者の福祉手当の額を引き上げるほか、

障害者福祉サービスの充実を図るための財源を確保するため、

福祉手当の対象者を介護保険サービス等を利用していない者で

住民税非課税世帯又は住民税均等割のみが課税されている世帯

に属する障害者とするためである。  

 

 

 

 



流山市福祉手当の支給に関する条例の一部を改正する条例  

 流山市福祉手当の支給に関する条例（平成１９年流山市条例第４４号）

の一部を次のように改正する。 

第５条第２号中「市長」を「前各号に定めるもののほか、市長」に改

め、同号を同条第５号とし、同条第１号の次に次の３号を加える。  

（２）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に基づく生活扶助を受

けている障害者又はその保護者若しくは介護者  

（３）介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１８条に規定する保険

給付（同法第４１条第４項第２号に規定する短期入所生活介護の利

用日数が当該年度を通じて７日以内である場合を除く。）を利用し

ている障害者又はその保護者若しくは介護者  

（４）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第２８条に規定する介護給付費、特

例介護給付費、訓練等給付費若しくは特例訓練等給付費（同条第１

項第７号に規定する短期入所の利用日数が当該年度を通じて７日以

内である場合を除く。）の支給を受け、又は同法第７７条第１項第

８号に規定する移動支援事業若しくは障害者デイサービスを利用し

ている障害者又はその保護者若しくは介護者  

 第６条に次の１項を加える。  

２  福祉手当の支給対象となる障害者が別表に定める障害者の区分の２

以上に該当し、かつ、そのいずれもが同表に定める障害の程度の区分

に該当する場合は、その者に適用される最も高い額となる区分をもっ

て当該障害者に係る福祉手当の額とする。 

 第１１条第２項中「手当」を「福祉手当」に改める。  

 第１３条第１項を次のように改める。  

  障害者の属する世帯（保護者又は介護者が障害者と異なる世帯に属

するときは、当該保護者又は介護者の世帯を含む。以下同じ。）のい

ずれかの者が、福祉手当の支給を受ける月の属する年度（４月分から

７月分までの福祉手当にあっては前年度）の住民税の所得割が課され

ている場合（当該所得割の額から住民税調整額を控除した額が０円以

下である場合を除く。）にあっては、当該障害者に係るその年度の福

祉手当は、支給しない。  

 第１３条第２項を削り、同条第３項を同条第２項とし、同条第４項第



３号中「受給権者の前年度分の住民税額又は前年の所得の額」を「障害

者の属する世帯に属する者の福祉手当の支給を受ける月の属する年度

（４月分から７月分までの福祉手当にあっては前年度）の住民税額」に

改め、同項を同条第３項とする。  

 別表を次のように改める。  

別表（第６条関係）  

 福祉手当の額の算定方法  

障害者の区分  障害の程度 月額  算定額の特例  

ねたきり身体

障害者 

―  ８，６５０円  障害者の属する世

帯に属する者のい

ずれかの者につい

て住民税均等割が

課されている場合

（住民税の所得割

の額が住民税調整

額以下である場合

を含む。）にあっ

ては、左に定める

額の２分の１の額

とする。 

身体障害者 

１級  ７，９００円  

２級  ７，９００円  

３級  ６，９００円  

知的障害者 

重度知的障害者  ８，６５０円  

Ｂの１又は中度  ７，９００円  

Ｂの２又は軽度  ６，９００円  

精神障害者 

１級  ７，９００円  

２級  ７，９００円  

３級  ６，９００円  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成２８年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において、こ

の条例による改正前の流山市福祉手当の支給に関する条例（以下「旧

条例」という。）の規定に基づく福祉手当の受給権者であって、施行日

においてこの条例による改正後の流山市福祉手当の支給に関する条例

（以下「新条例」という。）第５条第３号又は第４号の規定に該当する

ことにより新条例の規定に基づく受給権者の要件を欠くこととなるも



のにあっては、これらの規定にかかわらず、同日において受給権者と

みなし、平成３０年３月３１日までを限りとして新条例の規定（第５

条第３号又は第４号を除く。）を適用する。この場合においては、新条

例第１３条第１項中「所得割の額から住民税調整額を控除した額が０

円以下である場合」とあるのは「住民税額が４２０，０００円にその

年度における住民税調整額を加算した額未満である場合」と読み替え

て同項の規定を適用する。 

３  施行日の前日において、旧条例の規定に基づく福祉手当の受給権者

であって、施行日において新条例第１３条第１項の規定に該当するこ

とにより福祉手当を支給しないこととなるものにあっては、平成３０

年３月３１日までに限り、同項中「所得割の額から住民税調整額を控

除 し た 額 が ０ 円 以 下 で あ る 場 合 」 と あ る の は 「 当 該 住 民 税 額 が

４２０，０００円にその年度における住民税調整額を加算した額未満

である場合」と読み替えて同項の規定を適用する。  

４  前２項の場合における平成２８年度における福祉手当の額は、新条

例別表に定める障害者の区分及び障害の程度の区分に応じ、同表の月

額の欄に定める額の２分の１の額とする。  

５  第２項及び第３項の場合における平成２９年度における福祉手当の

額は、新条例別表に定める障害者の区分及び障害の程度の区分に応じ、

同表の月額の欄に定める額の４分の１の額とする。  

６  前２項の場合における福祉手当の額は、施行日の前日において決定

されている福祉手当の額を限度とする。  

 

 



議案第 ４９  号  

 

 

   流山市公民館並びに市民会館の設置及び管理に関する条例及び流

山市南流山センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について  

 流山市公民館並びに市民会館の設置及び管理に関する条例及び流山市  

南流山センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を別  

紙のとおり制定する。  

  平成２７年６月１８日提出 

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  公民館及び南流山センターの附属設備にプロジェクターを設

置し、その使用料及び利用料金を定めるためである。 

  



流山市公民館並びに市民会館の設置及び管理に関する条例及び流  

山市南流山センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正す  

る条例  

（流山市公民館並びに市民会館の設置及び管理に関する条例の一部改

正） 

第１条  流山市公民館並びに市民会館の設置及び管理に関する条例（昭

和４４年流山市条例第２４号）の一部を次のように改正する。  

 別表のうち３ 附属設備及び備品使用料・利用料金の表中ピアノの

項の次に次のように加える。  

プロジェクター  １台  １  ２１６  

（流山市南流山センターの設置及び管理に関する条例の一部改正）  

第２条  流山市南流山センターの設置及び管理に関する条例（昭和５６

年流山市条例第１４号）の一部を次のように改正する。  

 別表のうち２ 附属設備利用料金の表中ピアノの項の次に次のよう

に加える。 

プロジェクター  １台  １回  ２１６円  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

  



議案第 ５１  号  

 

 

   流山市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市都市公園条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２７年６月１８日提出 

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  市民総合体育館の建替えに伴い、開館時間、休館日、利用料

金等の管理の基準を改めるためである。 

 



   流山市都市公園条例の一部を改正する条例  

 流山市都市公園条例（昭和５４年流山市条例第２３号）の一部を次の

ように改正する。  

第２条の４第２号中「午後９時」を「午後１０時」に改める。  

第２条の６中「次に掲げるとおり」を「あらかじめ市長の承認を得て、

指定管理者が定めるもの」に改め、同条各号を削る。  

別表第１のうち２ 屋内施設の表を次のように改める。 

２  屋内施設 

有料公園施設の属す

る公園の名称 

有料公園施設の名称   

 

 

   

 

 

 

 

 

  

流山市総合運動公園  流山市民総合体育館  メインアリーナ  

サブアリーナ  

トレーニング室  

第１武道場  

第２武道場  

ランニングコース  

弓道場  

大会議室  

小会議室   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別表第５のうち２ 屋内施設等利用料の表を次のように改める。  

２  屋内施設利用料  

流

山

市

民

総

合

体

育

館  

 

区 分  

利 用料（ 1 時間 当たり）  

午 前９時～  

午 後６時  

午 後６時～  

午 後１０時  

専  

用  

利  

用  

 

メ イ ン

ア リ ー

ナ  

入 場 料 そ の

他 こ れ に 類

す る 金 銭 を

収 受 し な い

場合  

ア マ チ ュ ア ス

ポ ー ツ に 利 用

する場合  

一 般  ６ ， ２ ４ ３ 円  ７ ， ４ ９ １ 円  

小・中・

高校生  
３ ， １ ２ １ 円  ３ ， ７ ４ ５ 円  

※ ア マ チ ュ ア ス ポ ー ツ 以

外に利用する場合  
１ ２ ， ４ ８ ６ 円  １ ４ ， ９ ８ ３ 円  

※ 入 場 料 そ

の 他 こ れ に

類 す る 金 銭

を 収 受 す る

場合  

ア マ チ ュ ア ス ポ ー ツ に 利

用する場合  
１ ８ ， ７ ２ ９ 円  ２ ２ ， ４ ７ ４ 円  

ア マ チ ュ ア ス ポ ー ツ 以 外

に利用する場合  
６ ２ ， ４ ３ ０ 円  ７ ４ ， ９ １ ６ 円  

サ ブ ア  

リ ー ナ  

入 場 料 そ の

他 こ れ に 類

す る 金 銭 を

収 受 し な い

場合  

ア マ チ ュ ア ス

ポ ー ツ に 利 用

する場合  

一 般  ２ ， ８ １ ７ 円  ３ ， ３ ８ ０ 円  

小・中・

高校生  
１ ， ４ ０ ８ 円  １ ， ６ ８ ９ 円  

※ ア マ チ ュ ア ス ポ ー ツ 以

外に利用する場合  
５ ， ６ ３ ４ 円  ６ ， ７ ６ ０ 円  

※ 入 場 料 そ

の 他 こ れ に

類 す る 金 銭

を 収 受 す る

場合  

ア マ チ ュ ア ス ポ ー ツ に 利

用する場合  
８ ， ４ ５ １ 円  １ ０ ， １ ４ １ 円  

ア マ チ ュ ア ス ポ ー ツ 以 外

に利用する場合  
２ ８ ， １ ７ ０ 円  ３ ３ ， ８ ０ ４ 円  

第１武道場  

一 般  ６ ５ ４ 円  ７ ８ ４ 円  

小・中・

高校生  
３ ２ ７ 円  ３ ９ ２ 円  

第２武道場  

一 般  ６ ５ ４ 円  ７ ８ ４ 円  

小・中・

高校生  
３ ２ ７ 円  ３ ９ ２ 円  



 

 

 

弓 道場  

一 般  １ ， ６ ６ ５ 円  １ ， ９ ９ ８ 円  

小・中・

高校生  
８ ３ ２ 円  ９ ９ ８ 円  

大会議室  

一 般  ４ ５ ０ 円  ５ ４ ０ 円  

小・中・

高校生  
２ ２ ５ 円  ２ ７ ０ 円  

小会議室  

一 般  ５ ０ 円  ６ ０ 円  

小・中・

高校生  
２ ５ 円  ３ ０ 円  

区分  利 用料（ 1 時間 当たり）  

個

人  

利  

用  

メ インアリーナ  

一 般  ２ ５ ０ 円  

小・中・

高校生  
１ ２ ５ 円  

サブアリーナ  

一 般  ２ ５ ０ 円  

小・中・

高校生  
１ ２ ５ 円  

トレーニング室  
一 般  ３ ０ ０ 円  

高校生  １ ５ ０ 円  

第１武道場  

一 般  ２ ５ ０ 円  

小・中・

高校生  
１ ２ ５ 円  

第２武道場  

一 般  ２ ５ ０ 円  

小・中・

高校生  
１ ２ ５ 円  

ランニングコース  

一 般  ２ ５ ０ 円  

小・中・

高校生  
１ ２ ５ 円  

弓道場  一 般  ２ ５ ０ 円  



 

備考  

 １  メインアリーナは２分の１及び３分の１に、サブアリーナ及び大

会議室は２分の１に区切って専用利用できるものとし、その利用料

は、当該専用利用する割合に応じて算定した額とする。  

 ２  休日において、※印の欄に規定する場合の利用料は、この表に定

める利用料に１００分の１２０を乗じて得た額とする。  

 ３  第１武道場、第２武道場、弓道場、大会議室及び小会議室を業と

して利用する場合は、この表により算出した利用料に１００分の

３００を乗じて得た額とする。  

４  流山市民以外の者（市内の事業所に勤務する者を除く。）及び市内

の各種団体以外の団体が使用する場合の利用料は、この表及び前項

までの規定により算出した利用料に１００分の２００を乗じて得た

額とする。 

 ５  施設（別表第１の２  屋内施設の表に定める有料公園施設をいう。

以下この項において同じ。）の利用は、施設の範囲を区切る等の措置

によりその一部を利用することができるものとし、この場合（第１

 
  

小 ・中 ・

高校生  
１ ２ ５ 円  

区分  利 用料（ 1 時間 当たり）  

冷

暖

房  

設

備  

メ インアリーナ  

全 面  ３ ， ３ ４ ８ 円  

１／２

面  
１ ， ６ ７ ４ 円  

サブアリーナ  

全 面  １ ， ２ ３ ４ 円  

１／２

面  
６ １ ７ 円  

第１武道場  全 室  ２ ０ １ 円  

第２武道場  全 室  ２ ０ １ 円  

照

明  

設

備  

メ インアリーナ  
全 灯の

場合  
１ ， １ ２ ８ 円  

サブアリーナ  
全 灯の

場合  
５ １ ２ 円  



項に規定する場合を除く。）の利用料は、その該当する施設の利用料

の範囲内において、利用する部分に応じた面積及び利用形態により、

指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定める。 

 ６  使用時間を超えて利用する場合の利用料は、この表及び前項まで

の規定により算出した利用料を上限として、指定管理者があらかじ

め市長の承認を得て定める。 

 ７  小・中・高校生（高校生を除く。）のトレーニング室の利用は許可

しないものとする。  

８  小・中・高校生及び一般とは、それぞれ１  屋外施設利用料の表 

の備考第１項及び第２項に規定する者をいう。  

別表第５のうち２  屋内施設等利用料の表の次に次の１表を加える。  

３  附属設備利用料  

備考  

１  利用料の区分において、その利用時間が示されていないものにおけ

る１回の時間は、利用の許可を受けた時間とする。  

２  利用料については、この表に定めるもののほか、２  屋内施設利用

料の表の備考第４項及び第６項の規定を準用する。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、附則第３

項及び第４項の規定は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例による改正後の流山市都市公園条例（以下「改正後の条例」

という。）の規定（流山市民総合体育館に係る部分に限る。）は、この

条例の施行の日（以下「施行日」という。）に供用を開始する流山市民

附属設備名  単 位  区 分  利 用料金  

電 光掲示板  １ 式  １ 回  ５ ４０円  

ポ ータブルステージ  １ 台  １ 回  １ ０８円  

プ ロジェクター  １ 台  １ 回  ２ １６円  

ス クリ ーン  １ 台  １ 回  １ ０８円  

マ イクロフォン  １ 本  １ 回  １ ０８円  

温 水シャワー  １ 台  １ 回１０分  １ ０８円  



総合体育館（次項において「新体育館」という。）の利用について適用

し、同日前に供用を廃止する市民総合体育館の利用については、なお

従前の例による。  

３  施行日以後の新体育館の使用のための申請、使用の許可その他の行

為は、施行日前においてもこれを行うことができる。  

４  改正後の条例に基づく新体育館の管理に必要があると認めるとき

は、施行日前であっても、新体育館について地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者を指定し、

当該指定管理者にその管理を行わせることができる。  

 



議案第 ５２  号  

 

 

   市道路線の認定について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、別

紙路線を市道に認定するものとする。  

  平成２７年６月１８日提出  

流山市長  井  崎  義  治    



整理 

番号 
路線番号 路 線 名 

起   点 

終   点 

重要な 

経過地 

１ ０３２６７ 東深井区画２６７号線 
東深井字甲１７６番２５ 

 
同   所同  番１９ 

２ ０３２６８ 東深井区画２６８号線 
東深井字宿西３２番１７ 

 
西深井字四ノ割２７３番１６ 

３ ０７０４８ 美原区画４８号線 
美原２丁目１４４番２５ 

 
同   所１４７番１１ 

４ ２５０４５ 
西初石１・２丁目区画４５

号線 

西初石２丁目９１２番１６ 
 

同    所同  番２１ 

５ ２５０４６ 
西初石１・２丁目区画４６

号線 

西初石２丁目９２２番８ 
 

同    所同  番１２ 

６ ２９０２２ 西初石６丁目区画２２号線 
西初石６丁目１８６番１４２ 

 
同    所同  番１３９ 

７ ３５０６７ 駒木台区画６７号線 
駒木台２１４番４ 

 
同 所２１３番１ 

８ ３９１１７ 三輪野山区画１１７号線 
三輪野山二丁目３０１番１４ 

 
同     所同  番３４ 

９ ３９１１８ 三輪野山区画１１８号線 
三輪野山二丁目３０１番４５ 

 
同     所同  番４９ 

１０ ４９０２１ 流山８丁目区画２１号線 
流山８丁目１３２１番３ 

 
同   所１２７５番１２ 

１１ ７１０９６ 名都借区画９６号線 
名都借字笹堤３９０番１ 

 
同    所同  番８ 

１２ ７７０５２ 松ケ丘５丁目区画５２号線 
松ケ丘５丁目６９７番７ 

 
同    所同  番１６ 

１３ １９０５６ 南区画５６号線 
南字西１８３番３  

 南字下耕地４３９番１ 

１４ ３００５９ 
東初石１・２丁目区画５９

号線 

東初石２丁目２３３番１ 柏市西

原六丁

目 同    所同  番８ 

 



yokoo1715
テキスト ボックス
市道路線認定図

yokoo1715
楕円

yokoo1715
直線

yokoo1715
吹き出し
【整理番号１】
市道０３２６７号線

yokoo1715
スタンプ



yokoo1715
テキスト ボックス
市道路線認定図

yokoo1715
楕円

yokoo1715
直線

yokoo1715
吹き出し
【整理番号２】
市道０３２６８号線

yokoo1715
スタンプ



yokoo1715
テキスト ボックス
市道路線認定図

yokoo1715
折れ線

yokoo1715
タイプライタ
０７０３９

yokoo1715
楕円

yokoo1715
直線

yokoo1715
吹き出し
【整理番号３】
市道０７０４８号線

yokoo1715
スタンプ



yokoo1715
テキスト ボックス
市道路線認定図

yokoo1715
楕円

yokoo1715
折れ線

yokoo1715
吹き出し
【整理番号４】
市道２５０４５号線

yokoo1715
スタンプ



yokoo1715
テキスト ボックス
市道路線認定図

yokoo1715
楕円

yokoo1715
直線

yokoo1715
吹き出し
【整理番号５】
市道２５０４６号線

yokoo1715
スタンプ


